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コロナ禍の関西経済・雇用への影響

入 江 啓 彰†

抄録

２０２０年以降、コロナ禍によって多くの産業が需要消失と供給制約に直面し、危機的な状況が続いて

いる。特に第３次産業は、商業や飲食業、宿泊業など緊急事態宣言で休業要請の対象となった業種も

あり、影響が大きい。本稿では、２０２０年度における第３次産業活動指数の対前年比をもとに、関西２

府４県の各産業への影響について産業連関表を用いて試算した。試算結果によると、２０２０年度の第３

次産業減産により、生産額ベースで約４.４兆円、粗付加価値額ベースでは２.５兆円、率にして約３％弱

の影響があった。また雇用への影響としては、４８万３千人に相当する労働量が消失したと試算され

た。産業別では、対個人サービス部門や商業部門など対面型サービスに加えて、飲食料品など製造業

にも一定程度の影響が及んでいる。また府県別では、第３次産業比率の高い大阪府での影響が特に大

きかった。

キーワード

関西地域、関西経済、産業連関表、COVID�１９、新型コロナウイルス

The Impact of COVID�１９ on Kansai’s Regional Economy and Employment

Irie, Hiroaki

Abstract
Since ２０２０, several industries have been facing both lost demand and constrained supply be-

cause of the COVID�１９ pandemic, resulting in a continuing economic crisis.　With the declara-

tion of a state of emergency, large retail stores, restaurants, and lodging facilities were 

required to close, as a result of which tertiary industries have been significantly impacted.　In 

this study, we estimate the impact of COVID�１９ on each prefecture and industry in the Kansai 

region based on the change in the tertiary industry activity index in FY２０２０.　We use the input-

output table for each prefecture in our calculations.　It is estimated that the Kansai economy 

will lose about ４.４ trillion yen in terms of output and ２.５ trillion yen in terms of gross value-

added owing to the decline in tertiary industry production in FY２０２０.　The impact on employ-

ment is estimated to be a loss of the workload equivalent of ４８３,０００ people.　By industry, the per-

sonal services, and commercial sectors, which are subject to the declaration of a state of 

emergency, were the most affected.　In addition, the manufacturing sector, such as food and 

beverage, has also been affected.　By prefecture, Osaka Prefecture was the most affected as it 

has a high ratio of tertiary industries.
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１．は じ め に

２０２０年以降、コロナ禍によって多くの産業が需

要消失と供給制約に直面し、危機的な状況が続い

ている。特に第３次産業は、商業や飲食業、宿泊

業など緊急事態宣言で休業要請の対象となった業

種もあり、影響は大きい。後述するように、２０２０

年度の第３次産業活動指数は前年度比－６.９％と大

きな落ち込みとなった。

ただし第３次産業活動指数を業種別に細かくみ

ていくと、コロナ禍の影響が深刻な業種がある一

方で、影響が軽微にとどまっている業種もある。

地域経済に占める第３次産業のシェアや産業構造

が異なれば、コロナ禍による第３次産業減産の影

響もまた異なると考えられる。

こうした状況を踏まえ、本稿では、２０２０年度に

おける第３次産業活動指数の対前年比をもとに、

関西各府県・各産業への影響を産業連関分析によ

り試算する。ここで第３次産業に着目するのは、

主に最終需要に近い産業が多く、直接的にコロナ

禍の影響を受けている産業が多いためである。後

述するように、先行研究では２００５年産業連関表を

ベースとしたものが多いが、本稿では各府県産業

連関表の最新年次である２０１５年表を用いる（ただ

し奈良県は２０２１年８月末時点で２０１５年表が未公表

であるため２０１１年表を用いる）。なお本稿で取り

扱う「関西」とは、滋賀県・京都府・大阪府・兵

庫県・奈良県・和歌山県の２府４県を指す。

本稿の構成は以下の通りである。２
　

 節では、 

COVID�１９ の日本および関西での感染拡大の状況

について整理する。３
　

 節では、２０２０年前後の各種

経済統計からコロナ禍の日本経済・関西経済への

影響を確認する。４
　

 節で先行研究での分析事例を

示した上で、５
　

 節で本稿の分析手法について説明

する。６
　

 節では、分析結果を示す。７
　

 節はむすび

として本稿のまとめと今後の課題について述べる。

２．COVID�１９ の感染拡大状況と緊急事態宣言

本節では、COVID�１９ の日本国内および関西で

の感染拡大の状況について整理する。

日本では２０２０年１月１５日に国内初の感染者が確

認されてから、瞬く間に爆発的な感染拡大が進行

し、全国的な流行となった。新規陽性者数は感染

抑止策や季節要因などで増減を繰り返して推移し

ている。

２０２１年９月２０日時点での国内の累積検査陽性者

数は１６７万３,７５８人、死亡者数は１万７,１９７人に上る。

このうち関西２府４県の累積検査陽性者数は３３万

８,７８２人、死亡者数は４,８５７人である。全国に占め

る関西２府４県の割合は、累積検査陽性者数が

２０.２％、死亡者数が２８.２％となる。なお人口では

関西２府４県が占める割合は１６.３％である。関西
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表１　関西各府県の COVID�１９ 累計検査陽性者
数・死亡者数と人口

人口死亡者数検査陽性者数

８,８４２,５２３２,９１７１９５,７７４大阪府

５,４６９,１８４１,３７８７５,７３２兵庫県

２,５７９,９２１２６０３４,９７８京都府

１,３２５,４３７１４５１５,０９６奈良県

１,４１４,２４８９８１２,０５０滋賀県

９２３,０３３５９５,１５２和歌山県

２０,５５４,３４６４,８５７３３８,７８２関西２府４県計

１２６,２２６,５６８１７,１９７１,６７３,７５８全国

１６.３２８.２２０.２関西シェア（％）

（注）検査陽性者数・死亡者数は２０２０年９月２０日時点。
（出所）厚生労働省公表資料、総務省『令和２年国勢調査』

より筆者作成



では人口シェアに比して検査陽性者数、死亡者数

ともシェアが高く、他地域よりも感染拡大の状況

が厳しいことを示している。

こうした状況を受けて政府は、急速な蔓延を抑

えるための対応として、都道府県単位で数次にわ

たって緊急事態措置ならびにまん延防止等重点措

置を発出してきた。例えば大阪府では、緊急事態

宣言は２０２０年４月、２１年１月、４
　

 月、８
　

 月の計４

度、まん延防止等重点措置は２１年７月に発出され

た。具体的な対策内容は、飲食店での酒類提供停

止や時短営業、大型商業施設での休業・時短営業、

イベントの延期・中止等の要請等である。これら

の対策により、社会・経済活動の大部分は制約を

受けることとなり、個人消費ならびに企業経営に

大きな影響が見られた。

図１は、２０２０年４月以降について、対象地域の

経済規模のシェアを全国と関西に分けて示したも

のである。なおここでのシェアは、２０１８年度県民

経済計算の名目域内総生産より算出した。

例えば、２０２０年４月７日に日本で初めて緊急事

態宣言が発出された際の対象地域は、埼玉県、千

葉県、東京都、神奈川県、大阪府、兵庫県、福岡

県であった。これら１都１府５県の経済規模が全

国の GDP に占める割合は、４７.４％である。また

関西では、大阪府・兵庫県が関西全体に占める割

合は７１.３％となる。続いて、同年４月１６日には、

対象地域が４７都道府県に拡大した。このとき対象

地域の経済シェアは全国・関西ともに１００％とな

る。緊急事態宣言は大阪府や兵庫県といった都市

部で発出されているため、経済シェアの観点から

すれば、緊急事態宣言による影響は他地域に比べ

て関西では大きく表れると考えられる。

３．日本経済・関西経済への影響

本節では、２０２０年前後の各種経済統計からコロ

ナ禍の日本経済・関西経済への影響を確認する。

まず日本経済について見ていく。図２は、内閣

府『四半期別 GDP 速報』（２０２１年４�６月期２次

速報）より日本の実質 GDP 成長率（前年度比）

の推移を示したものである。２０２０年度の実質 GDP 

成長率は、前年度比－４.４％となった。これは遡及

可能な１９５５年度以降で最大の下落幅である。なお

これまでで最大のマイナス幅を記録したのはリー

マン・ショックが発生した２００８年度の－３.６％で

あった。大幅マイナスの要因は、COVID�１９ 感染

拡大とそれに伴う緊急事態宣言の発出である。ま

た前年（２０１９年）１０月に消費税率が引き上げられた

ことも、マイナス成長の一因になったと考えられる。

また図３は、第３次産業活動指数（２０１５年＝１００、

季節調整値）の推移を示している。第３次産業活

動指数は、経済産業省が毎月公表するもので、第

３次産業（非製造業、広義のサービス業）に属す

る業種の生産活動を総合的に示す経済指標である。

―　　―３
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（注）各都道府県の GRP は２０１８年度名目値。
（出所）内閣府『県民経済計算』より筆者作成

図１　緊急事態宣言対象地域のシェア

（出所）内閣府『四半期別 GDP 速報』（２１年４�６月期２次速報）

図２　実質 GDP 成長率の推移



２０１５年以降の推移をみると、２０１９年途中までは緩

やかな増加傾向が続き、２０１９年１０月の消費税率引

き上げの前後で駆け込み需要と反動減が起きた。

２０２０年に入ってコロナ禍が顕在化し、４
　

 月に一度

目となる緊急事態宣言が発令されたことで大幅下

落した。その後回復に向かうが、新規陽性者数の

増減、また緊急事態宣言の発令と解除によって一

進一退の動きを示している。足下２１年６月時点の

指数は９７.２で、日本国内でコロナ禍が発生した直

後の２０２０年１月の水準（１０１.６）をまだ回復できて

いない。年次ベースでは、２０２０年度は前年度比 

－６.９％と大きな落ち込みとなった。

次に関西経済への影響を見ていく。地域経済に

おいて、全国の GDP に該当する統計として『県

民経済計算』がある。しかし『県民経済計算』は、

内閣府『四半期別 GDP 速報』と異なり、確報値

の公表時期は数年遅れる。２０２１年８月時点で利用

可能な『県民経済計算』の確報値の最新年度は２０１８

年度である。したがって２０２０年に発生したコロナ

禍の影響については、県民経済計算の確報値では

まだ確認できない。また本稿で取り上げる第３次

産業について、前述した第３次産業活動指数は全

国値しか公表されておらず、地域別の状況につい

ては把握できない。

そこで、関西企業の景況感を示す日銀短観業況

判断 DI より、業種別の状況を見よう。表２はコ

ロナ禍前の２０１９年６月調査と２年経過した２０２１年

６月調査を業種別に比較したものである。製造業、

非製造業ともコロナ禍前の水準を回復していない

が、製造業が－５ポイントに対して非製造業は－２４

ポイントと回復度合いに乖離が見られる。またよ

り細かくみれば、製造業の中でも電気機械や非鉄

金属はコロナ禍前の水準を２０ポイント以上上回っ

ているのに対して、木材・木製品など依然厳しい

状況にある業種も多い。一方非製造業では、コロ

ナ禍前の水準を超えている業種はない。特に宿泊・

飲食サービスは今なお水準もかなり低く、回復に

はコロナ禍の収束を待たなければならないと見ら

れる。

４．既 存 研 究

本節では、コロナ禍のマクロ経済への影響につ

いて検証した既存研究を示す。

本稿と同様に、産業連関表を用いてコロナ禍や

緊急事態宣言の影響について検証した研究とし 

ては、落合・川崎・徳井・宮川（２０２１）、石川・

Tithipongtrakul（２０２１）、菅（２０２１）などがある。

落合ほか論文では、２０２０年１月から９月の家計

消費、宿泊、輸出の変化を月次経済指標により都

道府県別に捉え、２００５年都道府県間産業連関表を

用いて産業別・地域別の影響を分析している。ま

た石川・Tithipongtrakul 論文では、２０２０年１�３

―　　―４
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（出所）経済産業省『第３次産業活動指数』より筆者作成

図３　第３次産業活動指数の推移（２０１５年＝１００）

表２　コロナ禍前からの業況判断 DI の変化

－２４非製造業－ ５製造業

－ ５小売２１電気機械

－ ６情報通信２０非鉄金属

－１２卸売１０石油・石炭製品

－１７建設８鉄鋼

－１７対事業所サービス－ １紙・パルプ

－２４不動産－ １金属製品

－３７運輸・郵便－ ４化学

－４３対個人サービス－１２はん用・生産用・業務用機械

－５５宿泊・飲食サービス－２０輸送用機械

－６４物品賃貸－２１窯業・土石製品

－２４食料品

－２６繊維

－３３木材・木製品

（注）２０１９年６月調査と２１年６月調査の差。
（出所）日本銀行大阪支店『企業短期経済観測調査（近畿地

区）』より筆者作成



月期と４�６月期の国内観光消費に着目し、２００５

年４７都道府県間産業連関表を用いて分析している。

両者とも東京都や大阪府といった都市部で特に影

響が大きいこと、また地方部でも一定規模のマイ

ナス効果が現われることを結論付けている。両論

文はコロナ禍の影響を都道府県別に示しているが、

産業連関表の年次が２００５年とやや古いという問題

点がある。

菅論文は、２０２１年時点で利用可能な最新版とな

る２０１５年産業連関表（全国表）を用いて、２０２０年

４月から５月の緊急事態措置実施による家計消費

支出の変化に伴う経済波及効果を計算している。

具体的には総務省統計局『家計調査』より１世帯

当たり家計消費支出を基にして経済波及効果を計

算している。計算結果によると、「宿泊業」「飲食

サービス」「鉄道旅客輸送」「道路旅客輸送」など

の観光・旅行に関連するサービス部門で影響が大

きかったとしている。ただし全国表による分析で

あるため、地域経済での影響は不明である。

また、分析の対象地域を関西に限定したものと

しては、入江（２０２０）がある。コロナ禍が関西経

済に及ぼす影響について、関西経済予測モデルを

用いて試算している。コロナ禍の影響を織り込ん

だ標準予測では２０２０年度の関西の実質 GRP 成長

率は－５.２％と予測している。仮に COVID�１９ の

感染拡大がなければ、２０２０年度の関西の実質 GRP 

は約６.０兆円（対 GRP 比７.６％）拡大し、成長率は

＋２.０％となっていたとしている。ただし試算に用

いた分析ツールは産業連関分析ではなくマクロ経

済モデルによるシミュレーションであり、府県

別・産業別の影響については示されていない。

以上を踏まえ、本稿で行う分析では、関西各府

県の最新の産業連関表を用いて、府県別・産業別

にコロナ禍の影響を見ていく。

５．分 析 手 法

本節では、本稿での分析手法について述べる。

なお本稿での分析に用いる産業連関表は、基本的

に２０１５年表の３７部門表である。なお兵庫県で公表

されている表は農林漁業が３部門に分かれた３９部

門表であるため、他府県表と同じように３７部門に

統合した表を用いる。また２０１５年表が未公表の奈

良県は、２０１１年表で代用する。

試算の流れを概略して示すと、次のような手順

となる。

①　第３次産業活動指数の項目を関西２府４県

の２０１５年産業連関表の部門分類に対応させて、２０２０

年度の変化率を産業連関表ベースの部門ごとに求

める。

②　関西２府４県の２０１５年産業連関表における

県内最終需要額を２０１９年度ベースに修正した上で、

①の変化率を乗じて、２０２０年度の各産業の最終需

要の変化を計算する。

③　②と各府県産業連関表をもとに、経済波及

効果（生産額、粗付加価値、雇用誘発量）を計算

する。

以下、各項目について詳しく説明する。計算手

順①では、経済産業省『第３次産業活動指数』の

品目分類と２０１５年産業連関表の部門分類を対応さ

せる。２０１５年産業連関表３７部門に対応するのは１２

部門である。この１２部門の関西２府４県での生産

額は８９.１兆円、粗付加価値額は５７.６兆円、就業者

数は７４７万４千人であり、関西全体に占める割合は、

それぞれ５９.４％、６９.４％、７３.３％である。なお産業

連関表の３７部門表では第３次産業としてほかに「公

務」「他に分類されない会員制団体」があるが、

第３次産業活動指数で対応する品目はないため考

慮しない。

各品目の２０２０年度の対前年度比を求め、産業連

関表の部門分類ベースに対応させると図４のよう

になる。金融・保険部門以外はすべて前年比マ 

イナスとなっている。特に対個人サービス部門 

（－２４.９％）、運輸・郵便部門（－１３.８％）などで

マイナスが大きい。
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次に図４で示した変化率を、各府県産業連関表

の県内最終需要額に乗じて、２０２０年度の各産業の

最終需要の変化を計算する（計算手順の②）。な

お２０１５年表の最終需要額を、各府県の名目経済成

長率の予測値を用いて、２０１９年度ベースに修正す

る。各府県の名目経済成長率の予測値は、アジア

太平洋研究所（２０２１）での結果を用いる。例えば

大阪府であれば、２０１５年度から２０１９年度の名目経

済成長率は＋３.３％であるため、これを２０１５年表の

各部門の最終需要額に乗じて、２０１９年度の大阪府

の各部門府内最終需要額が求められる。

また、今回の分析で用いる第３次産業活動指数

は、全国値しかデータが存在しない。したがって、

各府県で共通の下落率を乗じることになる。この

ように計算された各府県の県内最終需要の変化を

まとめると表３のようになる。関西２府４県では

計３.９兆円の最終需要が失われたと試算される。 

部門別では対個人サービス部門（－２兆１,２３３億

円）、商業部門（－６,００２億円）、運輸・郵便部門

（－４,３６８億円）などで減少額が大きい。

表３のように得られた最終需要を各府県の産業

連関表に適用して、経済波及効果（生産額、粗付

加価値、雇用誘発量）を計算する（計算手順の③）。

今回の分析での経済波及効果は、二次波及効果ま

で計算する。

具体的な計算手順は以下に示す競争輸移入型モ

デルに基づく。

競争輸移入型モデルにおけるバランス式は�式

のようになる。

  …… �　

ここで   は生産額列ベクトル、  は投入係数行

列、  は域内最終需要列ベクトル、  は輸移出列

ベクトル、  は輸移入列ベクトルである。

輸移入列ベクトル   は�式のように表すことが

できる。

  …… �　

ここで   は輸移入率の対角行列である。

�式を�式に代入すると次の�式が得られる。

  …… �　

�式を   について整理すると�式のようになる。

  …… �　

このとき域内最終需要が   変化したときに発

生する一次波及効果   は�式のようになる。

  …… �　

次に、二次波及効果を求める。二次波及効果は、

一次波及効果（ ）によってもたらされる雇用

者所得の変化が、家計消費需要を変化させること

で、生産活動に波及して発生する効果である。具

体的には、一次波及効果によってもたらされる雇

用者所得の変化に各府県の平均消費性向を乗じる

ことで消費需要の変化が得られる。これを家計消

費支出の部門別構成比により分割し、さらに自給

率を乗じると、当該地域内で部門ごとの需要変化

が得られる。これに逆行列係数を乗じて、二次波

及効果としての生産誘発効果が得られる。
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（出所）筆者作成

図４　2020年度の第３次産業減産率（産業連関表
ベース）

表３　県内最終需要の変化

関西２府４県計和歌山県奈良県兵庫県大阪府京都府滋賀県

－２０,０４７－８８２－９６４－３,１５２－１０,０６１－３,６１８－１,３６９電力・ガス・熱供給

－６６６－４１－６２－１４６－２９４－９０－３４水道

－１,１１５－１５９－６２－２７１－４１６－１８１－２５廃棄物処理

－６００,２４２－２４,５０６－２３,９９７－１５２,２７０－２９４,３５２－６８,３７７－３６,７４１商業

４２,３６８１,８８０２,２９４９,６４４２０,８１４４,５２１３,２１４金融・保険

－４０,５２９－１,５９９－２,６１５－１１,０２６－１７,１２５－５,３０２－２,８６３不動産

－４３６,８１３－１４,３２４－１７,２２３－８２,０３２－１９７,４３７－６０,５３２－６５,２６４運輸・郵便

－７７,９６０－３,６３３－４,１０１－１６,５３８－３９,５５４－８,７４１－５,３９３情報通信

－２２５,６４１－９,４８９－８,１３７－６２,３６９－９０,１５０－３６,５２３－１８,９７３教育・研究

－３４０,６３６－１８,３２０－１９,３２３－８８,６６４－１５１,５９１－４３,１９３－１９,５４４医療・福祉

－５６,２３４－３,８４６－３,６７９－１９,９１６－２０,３２９－４,２１５－４,２４９対事業所サービス

－２,１２３,２７９－７７,０８５－１０２,５０２－５６４,０５４－９５８,００５－２７５,６０６－１４６,０２６対個人サービス

－３,８８０,７９４－１５２,００４－１８０,３７２－９９０,７９４－１,７５８,４９９－５０１,８５８－２９７,２６６合計

（出所）筆者作成



二次波及効果を数式で示すと次の�式のように

なる。

 

ここで   は各府県の家計消費支出部門別構成比、

  は各府県の平均消費性向（係数）、  は雇用者所

得率を示す。家計消費支出部門別構成比は、各府

県の産業連関表から求められる。各府県の平均消

費性向は、総務省統計局『家計調査』（２０２０年）

より各府県庁所在都市の値を用いた。雇用者所得

率は、各府県の産業連関表における雇用者所得を

生産額で除して求められる。

以上より、生産誘発効果は   として計

算される。粗付加価値誘発効果は生産誘発効果に

当該部門の粗付加価値率（各部門の粗付加価値／

生産額）を乗じて求められる。雇用誘発量は生産

誘発効果に当該部門の雇用係数を乗じて求められ

る。雇用係数とは、１
　

 単位の生産を得るために必

要とする労働力を示すもので、各部門の就業者数

を生産額で除して求められる。

６．試 算 結 果

前節で示した分析手法に従い、計算した結果を

府県別に集計したものが表４、産業部門別に集計

したものが表５である。

コロナ禍による第３次産業減産の関西２府４県

全体への影響は、生産額４兆２,４８８億円、粗付加価

値額２兆４,１３６億円、就業者数４６万３千人で、減少

率ではそれぞれ－２.８％、－２.９％、－４.５％となる。

府県別では、第３次産業の比率の高い大阪府で

生産への影響が２.１兆円と最も大きく、減少率でも

３％を超えている。また雇用への影響も２０万人と

大きい。なお減少率では奈良県が最大となってい

るが、これは奈良県のみ２０１１年表を用いて計算し

ているためと考えられる。

部門別では、対個人サービス部門で生産額１兆

７,０２６億円、粗付加価値額８,９８３億円、就業者数２４

万人にのぼり、減少率では－１８～１９％と特に影響

が大きい。対個人サービス部門以外では、商業部

門、医療・福祉部門、運輸・郵便部門と続いてい

る。また、飲食料品部門や化学製品部門など製造

業にも影響が波及していることがわかる。

なお就業者数についての試算結果は、実際の完

全失業率の変化（２０１９年度２.６％、２０年度３.１％）

と比べて過大となっている。就業者数については、

各府県の雇用表から求めた就業者係数（就業者数

と生産額の比率）に生産額の変化を乗じて計算し

ている。すなわち２０１５年の雇用構造の下で、生産

額減少に対応して減少する労働量ということにな

る。しかし実際には、雇用調整助成金の活用など

の政策対応もあり、企業は休業者を増やして減産

に対応したため、失業率は今回の試算結果のよう

な影響はなかったと考えられる。
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表４　試算結果（府県別集計）

減少率（％）減少額（１００万円、人）

就業者数
粗付加
価値額

生産額就業者数粗付加価値額生産額

－４.５－２.９－２.８－４６２,７７２－２,４１３,６４３－４,２４８,８０１関西全体

－４.３－２.６－２.３－２８,１９０－１６３,４２６－２７９,９５５滋賀県

－４.１－２.４－２.４－６７,３７０－２５４,８９２－４４０,９２６京都府

－４.５－３.１－３.２－２０２,５０１－１,２０２,１７７－２,１３４,３３２大阪府

－４.４－２.８－２.６－１１０,８１３－５６８,８０４－１,００４,０７７兵庫県

－６.９－３.８－３.６－３３,１８４－１２９,３０５－２２０,９７１奈良県

－４.６－２.６－２.３－２０,７１４－９５,０３９－１６８,５４１和歌山県

（出所）筆者作成

表５　試算結果（関西２府４県、産業別集計）

就業者数粗付加価値額生産額

減少率
（％）

減少幅
（人）

減少率
（％）

減少額
（１００万円）

減少率
（％）

減少額
（１００万円）

－１８.３－２３９,６０９－１９.１－８９８,３４４－１９.０－１,７０２,６０２対個人サービス

－３.５－６７,２０４－３.４－３６０,２８５－３.４－５２０,０８７商業

－３.３－３８,１０３－３.３－２２２,１８６－３.３－３６７,９５９医療・福祉

－４.３－２４,０６１－４.２－２０１,６７２－４.３－３４８,８４６運輸・郵便

－４.７－１７,４３５－３.８－９５,４２５－４.０－２２９,１２７飲食料品

－３.１－９,２１３－３.１－１６３,７４１－３.１－２２４,３５９教育・研究

－１.４－３,０７８－１.４－１４４,２４５－１.４－１７１,８０７不動産

－１.４－１３,９９０－１.３－８２,１３６－１.３－１３０,４６４対事業所サービス

－１.７－３,６３１－１.８－５３,１２１－１.８－９８,７７１情報通信

－２.１－１,８５０－１.９－３６,４５３－１.９－９１,８６２化学製品

（出所）筆者作成



７．む　す　び

本稿では、２０２０年度における第３次産業活動指

数の変化を関西２府４県の産業連関表に適用し、

府県別・産業別への経済波及効果を試算した。

試算結果によると、２０２０年度のコロナ禍によっ

てもたらされた第３次産業減産により、生産額で

約４.２兆円、粗付加価値額ベースでは２.４兆円、率

にして約３％程度の影響があった。今回のコロナ

禍は、緊急事態宣言が発令されたこともあり、対

面型サービスを直撃している。このため、第３次

産業比率の高い大阪府で影響が大きいことが示さ

れた。

２０２１年度においてもコロナ禍の収束の見通しは

立っておらず、経済面への影響もしばらく続こう。

引き続き第３次産業の影響を注視するとともに、

鉱工業生産指数など製造業の影響も含め、地域別・

産業別の影響を包括的かつきめ細かく見ていく必

要がある。
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